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公 共 財 の 最 適 供 給 に つ い て

塩 沢 修 平

1 . 序

2 . 基 本 的 仮 定

3 . 主 体 的 均 衡  

0 ) 消費者

( i i ) 生産者

(iii) 政府

4 . 市 場 均 衡

( i ) 市場均衡条件

( i i ) 超過需要関数，

( i i i )均衡解の存在

5 . パ レ ー ト 最 適 性

6 . 結 び

価格調整 M 数および公共財生産のための負担額決定関数

序

公共財を含む経済において，分権的な方法による最適資源配分達成のための手段を考察する。 

サ ミ ュ エ ル ソ ン 〔18〕は公共財を等量消費財として定式化し，パレート最適の条件を導-出した。 

しかしこの条件は，公共財のもつお!̂除不可能性という特質により，主体的な i ンセンチィプによる 

達成が不可能とされてきた。ここに，いわゆるフ リ ー ライダーの間題が生ずる0

こ の 問題に対する解としては， ド レ ー ズ ニ プ ー サ ン 〔3 ) , グ ロ ー プ ス ニ レ ッ ド ヤ ー ド 〔5 〕な 

どがある。 グ ロ ー プ ス ニ レ ッ ド ヤ ー ド は ， より一^般的なアロ - • ニ ド プ リ ュ - * 型経済の枠組において， 

真の選好を消費者にま明させるような課税政策を提示したが，そこでは埃!衡解の厳密な存在証明は 

なされていない。また，各消費者が政府へ伝達する情報を決定する際の調整過程の経済的意味も， 

あまり明確ではないように思われる。

この論文では，公共財を含む一般均衡モデルにおいて，ある課税規則および公共財の生産規則を 

提示し，そのもとで各主体の主体的行動に基づく均衡解が存在することを厳密にIE明し，またその 

均衡がパレート最適であることを示す。この堤合，公共財はすべて政府によって供給され，消費者 

のみに影響を与iえ，生産には用いられないものとする0 私的財については，市場の調靈機構が働く
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と考える。

2 節では，モデルの基本的な枠組と諫税および公共財の生産規則が示され，また均衡解の存在証 

明に必要な仮定が述べられる。ここで董耍なととは，消費者が公共財の生産についての情報をもつ 

ということである。

3 節では，各主体の主体的なインセンティブに基づく行動から，私的財に対する個別需要関数， 

供給関数および消費者から政府へ伝達される情報の決定関数が導出され，それらの関数の性質が考 

察される。 ■
4 節では， 3 節で導かれた個別の関数から，社会全体での私的財に対する超過需要関数と，消費 

者から政府への情報の決定関数がつくられる< /そしてこの2 つの関数と，私的財の価格調整開数の 

3 つの関数を組合せて，その不動点を求めるという方法によって，このモデルの均衡解の存在が諷 

明される。

5 節では，その均衡において,サミュエルソンの導出したパレート最適のための条件が満たされ 

ていることを示す。

以上のようにこのモデルにおいては，政府は消費者の選好に関する真の情報をもたなくても，私 

的財の脑格についての情報と消費者から伝達される情報のみによって，パレート最適な資源配分の 

達成が可能となる。したがって，分配問題を別とすれば，フリーライダーの問題に対するひとつの 

解が得られたことになる。

2 . 基 本 的 仮 定

ん種類の私的財（番号 / = = 1 , L) ,  / (種類の公共財（番号 / ?= 1 , / ( ) ,  / 人の消費者 

( 番̂号ズ= 1 , ，‘.， / ) *  iV人の生産者（番‘号 " = 1 , …，N } および政府から成る経済を考える。

第 / 私的財の価格をかとする。私的財の価格ベクトルは/ > ニ（ん，...，わ ふ 股ムによって 

表わされる。

各消費者は私的財のみを初期保有するものとし，第 / 消費者の第 / 私的財の初期保有量をwt* と 

する。第 / 消費者の初期保有べクトルはひ/ニ Of ,  によりて表わされる。各消

費者の所得は，その初期保有量に価格をかけたものと，各生産者からの利潤配当から成る。

第 i 消費者の第I 秘的財の消費量を {とするo’ (4 ~xt> 0 ならぱその財は第i 消費者によって 

市場に供給され， o4ーズf < 0 ならば市場で需耍される。また各消費者は所得の一^部を租税として 

政府に支払う。この租税は，政府によって供給される公共財に対する対価としての;ti沫をもってい 

る。第 /消費者の私的財の消費べクトルはズ《== ( x f ,…， 1 ) , によって表わされる。

公共財はすべて政府によって供給される。第々公共财の供給量はッ;i で表わされ， すべての消費
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者によって等量消費される。 公 共 財 の 供 給 ベ ク ト ル は ，‘.，ツだ），タg K だによってまさ 

れる。

第ミ費者の消費べクトルは，私的財と公共財の組合せU - S タ） e lR ム+がとなる。第 f 消費者 

の 消 費 可 能 集 合 を と す る 。こ こ で は ，第 i消費者にとっ て消費可能な公共財 

の組合せという意味である。

第 i消費者の選好関係をヒで表わす。.消費可能集合および選好関係について以下の仮定をおく。

仮定 1 v\:《x r ‘ は閉かつ凸であり，下に有界である。

仮定 2 ( 連結性） 任意の（A；〜 y>), (AT", 〜 F ンこ对して

0 か，y o さ0*" , y ) あるいは

0 义 y ) さ jyo)
の少なくともV、ずれか一方が成り立つ。

仮定 3 ( 推移性） 任意のCrか，タ0), ( ^ i i , y ) , ( が2, 《に対して

タ0化 (ズ、 y ) ,
O S タりぐO  ロ，ツ2) ならぱ 

(ズか，/ 0 ぐ(ズ デ ）

が成り立つ。

仮定 4 ( 速続性） 任 意 の （ズレ， に対して，集 合 { (ぶS y ) G 义*xFM (a:ひ， _ /)  
ト（ズS y')}および { (ズS y ^ ' ) ^ X ^ x Y ^ \ i x Uタ） ズシ, / ) } は，X 〜 の な か で 閉 じ て い  

る。

仮定 5 ( 単調性） 任意の（ズS タ），（A：レ，ツ/ ) g x * x F 《について，も し （が, タ）ン（ズ*/, jy/) 
ならば（ズS タ）̂ ( 乂シ，タ/ ) が成り立つ。さらに，異なる第/成分をもつふたつの財の組について 

上の条件が成立するなら，厳密な選好関係が成立するような，第 / 私的財が存在する。

仮定0 (凸性） o か，y>), 0 <  1 について，もし ot>, y>)>~(ズ"，

ツ1)ならぱ，《(ズか，ダ)+ ( 1 — め o « ,  が)が成り立つ。

仮定 7 私的財の初期保有量は，その消費可能集合の内点，す な わ ち で あ る 。

仮定 1 〜 4 の下で述統な効用関数の存在が証明され《。第/消費者の効用関数を

( 1 ) , y')

によってわす。

注（1 ) 福岡〔4；| pp. 29-37, Debreu〔2〕pp. 56-59

—— 108(606)
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次に生産者についての仮定を述べる。

第 ，*生産者の生産計画を私的財のべクトルデニ（pr, glh  ムで表わす。デの正の

成分は産出，鱼の成分は投入を示し，また公共財は私的財の生産には用いられない。第《生産者の 

生産可能集合を /^" c M ，’ とする。

仮定 8 /^^^よ閉かつ凸で，原点を含む。

さらに生産可能集合を社会全休で考え， ョ と お き ， について以下の仮定を課す。

仮定9 (非可逆性） i ^ n ( - F )ニ{0}

仮定10 ( 無料処分）

次に政府活動および公共財の生産についての仮定を述べる。

政府は消費者から徴収した租税で，私的財市場において生産要爱としての私的財を購入し，それ

を投入して公共財を生産するものとする。 第々公共財の生産のために^消費者に課せられる税額 , (2)
C  ニ 1 , I , 々= 1 ,  / ( は，次のような規則によって決められる0

( 2 )  C|ニびレ1 .ぎ (p\

0 < « | < 1 , s  び レ 1 , S  さ 0
ここで（p u t y 第 ；消費者が第々公共財の生産のために自発的に鱼担してもよいと表明した，第

1私的財によって測られた額を示す0 すなわち第；消費者は，^̂«；̂単位の第1 私的財の価値に相当

する額を表明したと考え;^。仮定 5 から，消費者の選好は単調なので，少なくともひとつの共通な

欲望される財（desired g o o d )が存在する。 そのような財は価格が0 とはなり得ないので， そのう

ちのひとつを第1 私的財と考えればよい0 このが = ( が，•‘.， <Pk ') 第メ消費者がどのような

条件によって決定するかについては，主体的均衡条件の筒所で考察される。政府は，各消費者から

報告された^^ニ（̂/^ が）の値から，（2 ) 式に基づいて課税額を決定する。 ニ（びL
i = 1 , / は，政府の決める定数とし，各公共財について異なった値をとることができる。各

消費者にとってこの値は所与である。 ^̂ |は負の値をとることもできる力';,その下限は定められてい

る。すなわち，他の消費者のS  ^̂《および《| の値が与えられた場合, C；(の値が負になることは許

されない。

第 i 消費 者 の 税 担 の 総 額 は  . .
. ( 3 )
となる◊このように各消費者の税負担額は，自分のま明した額とは異なり，他の消費者の表明した 

額および定数びに依存している。

法 （2 ) 類 似 の :̂ 1̂担艇|ロは D i ‘6ズe ニP o u s s i n 〔3 〕， G r o v e s  = L e d y a r d 〔5，〕 に も み ら れ る c

( 3 )  d e s i r e d  g o o d  の 定 義 に つ い て は  N i k a i d o 〔16〕 p. 253

- — 109 ( e 0 7 )
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第ん公共財の生産のために，政府によって耍素として投入される第/ 私的財の量をとすれば， 

第々公共財生産のための要素投入ベクトルは《̂ん' -= 0 ? , ふによってまわされる。第

ん公共財の生産に要素として投入可能な私的財べクトルの集合をF び+たc R ムとする。 ま た 第 公  

共財の生産関数を

( 4 )  n ニfN +ぉ（̂0  

によって表わす。

/W+をおよびF が+たについて次のような仮定をおく。

仮定1 1 / が+たは連続である。

仮定12 F が+ *は閉かつ凸であり，下に有界である。

仮 定 13 i；たo g F が+ * , .が ■づが +*, 0 < « < 1 に つ い て , も し / が+ん 0*0) ニ / が+ん 0*^1)な ら ば ， 

y•が+A:レリ fcO+(1 一 び ） "fcl}>,iV+fc ("ifcl)が 成 り 立 つ 。

政府が第ん公共財の生産のために要素として投入する私的財のぺクトルめ価値額i>vkは，各 

消費者からの税負担の総額2 じ̂ ^^越えないものとする。すなわち，政府には各公共財の生産につ 

いての予算制約

( 5 )  A"たさs a ニ ん S  0]̂  ☆ニ 1 , ，..，/ (
が課せられる0
政府はこの制約の下で，技術的な条件である（4 ) 式にしたがい，公共財の生産量を最大化する 

ものとする。このような政府活動については，次のような見解によって正当化され得るであろう。 

すなわち，消費者の公共財に対する選好は，この！] ^̂«れこよって反映されており,そのもとで最も 

効率的な生廣を行なうことが政府に求められている，ということである。

仮定13などから，（5 ) 式が等号で成することは明らかである。（4 ) および（5 ) 式は,政府 

による公共財の生産規則を表わすものといえよう。そして政府は，これらの生産規則を各消費者に 

倩報として提供する。

各消費者は，これらの生産規則を考慮してま分にとって最適であるような^^の値を決定し，その 

値を政府へ伝速する。

各消費者からの0 の値が決まれぱ，各公共財の生産水準は，わ所与のもとで技術的な条件により 

一*意的に決定する。（2 ) 式からも明らかなように， 各消費者はその公共財の生座をゼロにしてし 

まうような^̂ の値を選ぶことも可能である。 '
ただし，すべての消費者の決定が整合的であるような均衡点に到達するためには，消費者と政府 

の問で，一極の模索過糧のような調盤過盤が必耍となる。この調盤過程についでは，市場均御解の 

存在証明を行なう節所で考察される。

- • 110 びりぶ）------
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公共財の最適供給について

3 . 主 体 的 均 衡

C i) 消費者

各消費者は，各私的財の初期保有量，各私的財の価格力，他の消費者の行動および課税を想則に 

お け る 定 数 び * ニ …，び1：) を所与とし，予算制約のもとで効用最大化行動をとるものとする。 

第 / 消費者が直接に動かすことのできる変数は，各私的財の消費量ニ（ズI, …， および各 

公 共 財 の 生 産 の た め に 負 担 し て も よ い と 表 明 す る 額 が がK ) である。

各消費者に与えられる情報は，私 的 財 の 価 格 課 税 負 担 規 則 （ 2 )  .式，公共財の生産開数（4 )  
式およびその費用条件（5 ) 式，そして他の消費者の表明するパの総額;2 が = C E  …， E

である。私的財については，その生産に関する情報は必耍としない。

とのキデルにおける消費者は，他の消費者の行励を所与とするという意味で受動的に行動するが, 
自分の表明するサの値が公共財生産に患響を与えるというととは認識している。とこではそのよう 

な消費者の私的財に対する需要関数との決定関数の導出を行ない。その関数が非空，コンパクト 

かつ凸値であり，また優半連続となることを示す。

第ズ消費者にとって/^およびエ^̂ /̂ ^̂は所与であり，公共財の生産規則（4 ) ,  ( 5 ) 式は既知なの 

で，がを決めることによりタが決まる。したがって効用関数はとがとの関数となり，

C 6 ) がニ" f ( ズ、 が）

ニ が （ズf， •’.，■̂i， ホjc)

と表わされるo
第 i消費者の所得は，私的財の初期保有量a /にその価格をかけた額わ(0*= i] Piw tおよび各生 

産者からの利潤分配とから成る。したがって第i消費者の予算制約式は 

( 7 ) れ { + か S  (び ハ さ />の* + 5 5 が""冗""
0 さがれさ1 , が"ニ1 

となる。ここでなmは第" 生産者の利潤，が" は 7T"の第 / 消費者への分配率をまわす。

( 7 ) 式において， S  (4 C H  H ) は第消費者にとって所与であり動かすことはできない。 

そとで第 i 消費者の動かし得る斬得をW《とし次のようにおく。
が

( 8 )  Mぇi p ,  I ] が）= 力の{ + S が"冗れ一んメメ

すべての有界な />および?がに対し第 / 消費者がとり得るがぺクトルの集合をヴ= びf , …，をを) ,  
ミ セ と す る 。（2 ) ,  ( 7 ) 式により， ^̂̂えの下限と上服が定められており，それらの条件が等号 

を含んでいるので， は閉かつ有界である。

このとき第レ消費者にとっての購入可能银合/?<は '
— 1 1 1 ( 6 0 9 ) ——
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( 9 ) か （ん "パ）
= { ( ズS ダ ）Gズ { Xを* I />义‘+/>1び ザ シ ，パ}

となる。

か （/»,"れ は空衆合となる可能性があるが，が CPy mり を非空とするような（/), m ^ „の 

染 合 を と 記 し ，びに含まれる（/>, m*)のみに限定して考えてゆく。

X * が閉かつ凸であれぱ，B も (/>, w O は条件/>ズぐが/>1がさ"パが等号を含んでいるととから 

閉であり，（ズ が ')， ダ"）e が C P , "パ)， 0 < « < 1 について

(10) /> { <2，vレ+ ( 1 —.« ) ズ*"} +  ん 《{{ <2 ダ ’+ ( 1 —び ） が "}
= «  (  /> ズ* ' + f>iOci(pi’)  +  ( 1 一 a  )  P X iび +  ダび）

S  a in̂  +  ご1 一 <2 )  m ‘

となるので凸である。

Bt  ( / ) ,  w O は か ら X i ぜ への多価関数を定義しているが，その連続性を示す。

仮定 7 より，私的財の初期保有量は，その消費可能集合の内点となっているため，予算集合の連 

続性のIE明におけるドプリュ一の反例が抑除される◊すなわち（2 ) 式から

(11)  -UCcxl  S  cxl

であり，仮定 8 より各生産可能集合は原点を含んでいるので

( 1 2 ) 冗れさ 0 , "ニ  1. ,••■, N  

となる。また / > > 0 なの.で

(13) pxHp,a^<P^<P<o^-V J Z O ^ V - p ,  E W E
を満たすようなO S が）が ズ ミ * に必ず含まれることになり，

(14 )  m in ( 力 +jf>]Vが）丰mi 

の条件が必ず満たされる。

これらのことから次の定理が導かれる。但しここではズシがコンパクト集合である場合をとり扱 

う。X 〜ジがコパンクト讓合とされるならぱ，5 *がコンパクト値となることは自明である。

定理 1 がコンバクトかつ凸であるとき，Q{ においてが ( / » ,  ?が）は連続である,
( 4 )

証 明 （1 ) 優半連続性の証明

任意の（が，"パo ) g Q * に収 束 す る の点列を{ (が ，mひ）} とし，0 か，がりeZ?{ ( が ，Wか)， 

0^か， が0 ) とすれば，X 〜どは閉集合であるから，（ズか，がりG Z 〜を* から，（ズか, 
ダo ) g X 〜ヴとなる 0 そしてダズひ+ / > I V がレさWかからが ;eか か さ 桃 か と な る こ と も 明 ら

注（4 ) この証明は?/■偶j〔4〕と同様な方法でなされる。ただし〔4〕では，公兆財は扱われズいない◊ 〔4〕pp. 59-60
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公共財の最適供給について

かであるので，（A：か，がo ) e 5 i  ( が，w ' o ) となる。よ っ て は （が，？が》) において優半速綺と 

なる。’ •
( 2 ) ダン連続性の証明 .
同じく任意の（ダ，か?力 e がに収束するがの点列を{(/»", W び）} とし，また（ズび， 0か）Giが 

(/)0,"パ0 )すなわち（ズ《0, 0 f > ) e X ^ x f Sが A：ゅ+ パび*が。さ?が。とする。以下場合を二つに分け 

て考察する。 .
( イ） />Oa；* ® + /jVが0 < "パ0 の場合。この場合は，ある整数リ* より大きいすべてのについ 

てクリA：び+ が が 0 < >パリとなるから， リさリ* についてはが（カリ，"?か）の任意の点を0 レ，ズネリ） 

とし， リ> !> *については（.•̂；か，が =  0 て が 0 ) とすれば，そのような点列{(>•*リ，が* 0 }が/>リ 

ズか+ が も "さm か を満たすことは明らかである。 よってすベてのリについて（ズか，がリ）gZ?* 
( A リ， か）を満たし，か つ U か，が *0 - k a ；び，が0 ) となる点列 { 0 か，がy) } がつくられたこと 

になる。

( 口） /> * V °+ /??«ザ 0 ニ mびの場合。 この場合は（1 3 ) 式から， />o：vシ+/??び*が’ < m びとなる

ような（-てシ，が0 がX ^ xどのなかに存在する。それゆえある整数！;*より大きいすべてのリにつ 

いて

( 1 5 ) .'.わ";xi' p\oci(p ひく m かかつわリ xi’ +  J)か i<pi' くわ"X ゅ cci(p ゅ' ，、

とすることができる。 .
そこで（;》：ひ，が/ ) と （ズ《̂ が0 ) を結ぶ直線が（クリ，m か)の定める所得超平面と交わる点を 

2̂リとする。プ〔のような《リはレ* より大きいすべてのレについて-」意t oに存在し，かつそれは 

が0 ) に近づいてゆく。ゆえにリさレ* についてはかひリ，mか）の任意の点を（：Kび，グリ）とし,
リ > リ*については

« ジ6 [ ( が'，が / ) , ( ズ《, 0 « ) ] の場合は（A：か，がリ）ニa"

ぴリま[(-rシ， が ' )， ( , r « が0 ) ] の場合は（ズ《ジ， がりニ 0 か, が。）

とすれぱ, { (ズか，が*0 } はつねに/)リ-ャか+  •か パ *^を満たすから,やはりすベてのレにつ

い て （ズか，96か）G が 0 >リ, mか ' ) を満たし, か つ （がリ, が*0 -H-が0, が0) となるえ*Xジの点 

列 { 0 か, グレ）} がつくられたことになる。

よって i? *は （が，Wか）において劣半連続である。 • （証明終了）

第 i消費者は，購入可能集合5* ( / V  w O のなかから効用関数Uもi x \ が） を最大化するよう 

な-i x \ が) を選択する。B I はコンパクトであり効用関数がは迪続関数なので，u tの値が最大と 

なるような（が，が) が ‘がのなかに必ず存在する。よ り て か ら 'Y〜を*への閲数/パ C P , "パ） 

が定義できることになる。仮造 6 によって選好の凸性がきつい形で与えられているので, が ( /> ,
—  nsioil')- ~ ~
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r三田学会雑誌j 73卷4号 （1980年8月)

Wパ）は 1 価関数となる。

次にこのが ( / ^  m O の性質を考察するが，その際に必要となる周知のr最大値の定理J の主張 

を述べておく。

最大値の定理

を蹈離空間5 から蹈離空間:Tへのコンパクト値，連続な集合値関数とする6 また/  ： S X T - *  

K を連続な実関数とすれぱ

① 関 数 ズ I— >»ぺズ）三013父{ / ' 0 , タ）| 3 ^ 6 / 9 ( ^ 0 }は連統

② 集合値関 数 ~ M タG  A O ) | / ( ；r , ツ）= w (义）}は非空，コンパクト値でかつ優半連続

この厂最大値の定理J を援用することにより, h* dp, fめ の性質として次の定理が導かれるI

定理 2 がコンパクトかつ凸であるとき， においてが（/ ) , "パ） は非空， コンパクトか

つ凸値であり，また優半迪続である。

証 明 定理 1 より，B もip,  mりはがにおいてコンパクト値かつ速続， また効用開数？̂{も速 

続なので， r最大値の定理J が適用されて，が （ん w O は に お い て 非 空 ， コンパクト値かつ 

優半連続となる。凸性については， 1価関数なので明らかである◊ (IE明終T )

後の議論のために，が （/>, m O を二つに分けて，がからへの関数とジへの関数の成分閱 

数をそれぞれ次のように表わす。

(16)  Xi =  Dl  (ん  W-0 I ニ 1 , ，"，L

(17)  ( /> ,  Wり 々= 1 ,  ■
前者は私的財に対する個別需要関数であり，後者はがの決定関数である。

(H) 生産者

各化産者は，私的財の価格力および生産技術を所与とし，利潤最大化行動をとるものとする。第 

" 生産者の利潤 t t"は，その生産計画ベクトルに/;をかけたものである。すなわち

(18) 7T" ニ / ? デ

ニ S  Pl9l

P が与えられた場合， 第 n 生産者は冗サを最大化するようなgれを生産可能集合F れi)、ら選択す 

る。したがって第" 生 産 激 の 私 的 財 の 供 給 関 数 が 定 義 さ れ る 。F れが コンパクト與合でぁ

注（5) 証明については Hildenbraiid〔6：) pp. 29-30 ,

*■**— 114 (622)



公共財の最適供給についで 

る場合， P ) の性質として次の定理が導かれる。 '

定理 3 がコンパクトかつ凸であれぱ， 1RLの 任 意 の 点 に 対 し て ( / ) ) は亦空，コンパ

クトかつtHi値であり，また優半速続である。

証 明 非 空 ，コンパクト値かつ優半速統性については，前述 の 「最大値.の定理J から明らかであ 

る。

凸性については次のように示される。 い ま / ) の最大値を7T»* ( / > )とし, デ*
デ* / デ*"：= « デ*+  ( 1 —  tf )5̂ れ*/, 0 < « < 1 と' れぱ,

(19 )  />9^ *̂びニ/ ) { « デ * +  ( 1 - « ) デ *'} ‘
ニ +  ( 1 —び）/ )歹"*/

. 二な冗れ*( /> )  +  ( 1 .  — C ) 冗"*( /> )
= 冗"*(  / ) )

( 証明終了）

(iii) 政府

政府は, 私的財の価格 / ^ 消費者から伝達される情報^̂ および生産技術を所与とし，収支の制約 

のもとで，公共財の生産量を最大化するものとする。ここでは政府がそのような行動をとる場合の， 

公共財生産のための要素としての私的財に対する需要関数を導出し，その関数が非空，コンパクト 

かつ凸値であり, また優半連続であることを示す。

第々公共財の生産における政府の要素購入可能集合/ ? および消費者からの情報X；

ニ れ に依存する。したがって政府の収支制約式（5 ) 式から，B ' hほ

(20) B'k (̂ わ, <pぬ ニ お ね わ 1れY 

と表わされる。

だ'た（ん <pk)を非空とするような（ク，<pidの集合をゐと記し， ド* に含まれる（ん cpo 

のみに限定して考えてゆく。

が+&が閉かつ凸であれぱ，B'知のI謝生は条件/)リたさが等号を食むことから明らかである。ま 

た , v / g B ’ぉ, 0 < び < 1 に つ い て

( 2 1 ) {びリん' + ( 1 —  <2! び}

= 力 ̂ |ん/ + ( 1 — 力び

^  び/ +  ( 1.— ん

^P\^k  、 '

となるので凸であるO
J.X5 (ぼ■/«?、 .
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i?/んの連続性は，消費者の購入可能集合の連統性と同様に誕明される。 ここにおいても, F が+* 
が コンパクト集合である場合をとり扱う。

定理 4 が+んがコソバタトかっ凸であるとき, も し の あ る 点 （が， レにおいて m i l lが 

キめ fpiであるならば，B 伐 ( ん み 0 は （が，<I>V)において連続*である。

証 明 C 1 ) 優 半 連 続 性 の 証 明 >
Cy, に収束するデたの点列を{(力y, とし，"レ B'k (/»リ，0わ， たリ->"ん0とすれぱ，

は閉集合であるから，i；けe F が+Aから"たO g ?だ+ \ そして/>リ"んざ/>1* (plからが"た0さ力？ 

となることも明らかであるから， リ な （ル，メむとなる。

〔2 ) 劣半連統性の前:明

同じく（が， <PV)に収来する 7’"̂ の点列を {(/»*%が ) } とし，また " * パ' （が，(PV) すな 

わ ち "*̂ »eFル+ A ,クV » さ/ パとする。以下場合を二っに分けて考察する。

( イ） の場合。この場合には，ある整数レ* より大きいすべてのレにっいてクV^oく 

/>1リ9̂ だとなるから， レ^ リ* にっいてはパ'* ( / ) リ， の任意の点を"ん-リとし，y > レ*にっいては 

=  とすれぱ，そのような点列レんリ} が / ? ルリがを満たすことは明らかである。よって

すべてのリにっいてたリe /? '*  ip^, 0 D を満たし，力、っがんリ- > が̂ 0となるF が+も-の点列がっくら 

れたことになる。

( ロ） をの場合。この場合はmin f)。F  N+k古め (Piの仮定力、ら, が"レくパ ぜ しすこ

がってがびん/ くがが0 となるような1)ぃが F が+たのなかに存在する。 それゆえある整数レ*より大 

きいすベてのレにっいて

(22 )  />リリ* '̂<  が  9̂ ]̂ かっ/ た’
とすることができる。

そこで"at/と 《；を0 を結ぶ直線が <iデ , <pを')の定める予算超平面と交わる点を《リとする。そのよ 

うな a リは 1/^より大きいすべてのレにっいて一意的に存在し，かっそれは"ん0 に近づいてゆく。 

ゆえにレさレ* にっいてはB ’k ( /タリ，0 ど）の任意の点をの*リとし, >  レ*にっいては 

fzリ£ [ が/ , " ん° ] の場合は Iふリニ aリ 

« リホ[ " * / ,リん0 ] の場合は J)kリニ"kO 

とすれぱ，{が"-つ は っ ね に リ ;g/)}^パを満たすから， やはりすベての'リにっいてジ*リ 

(/>*"，<pk)を満たし， か っ リ ー となる p N + kの点列 {"だ}がっくられたことになる。

よってlyk ( ん ル ）は （が， (Jぬ において劣半迪続である。 （証 []̂ ]̂終了）
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公共財の最適供給についで
/ /

ここで仮定されているm i n タF が+ * < か S  れ条件は，各消費者の表明するかS  011の値が，

第々公共財の生産に必要な最低限の費用よりも大きいこと意味している。

政府は B'k i p , か；）のなかから，公共財の生産関数 / び+& 0 * 0 を 最 大 化 す る よ う な を 選

ぶ。/パび+*がコンパクトである場合にはもコンバクトであり,仮定11から / が-ト 連 続 で あ る の ’

で，/ が+Aの値が最大となるようなが /^/Aのなかに必ず存在する。したがって, （/ > , みO g 7 ，*
のそれぞれに空でない均衡点"を* の集合が对jlt、し， 7,んから 'び+たへの関数lyk ( / > , み0 が定義

できる。これが第ん公共財生産のための，政府の要素需要関数である。

( /> ,  <Pk)の性質として，次の定理が導かれる。

定理5 F が+ * がコンパクトかつtillであるとき, もし 7^たのある点 c y ,  0む に お い て m i n が 

( p i であるならば，D ’k ( ん ( p k ) は （が， ( p X )において非空， コンパクトかつ凸値で 

あり，また俊半連続である。

証 明 定 理 4 より， py (J)k)は （が，ポ）においてコンパクト値かつ連統，また仮定11よ 
り/ が+たは速続なので，前述した最大値の定理が適用されて，D'k (  py (pi,')は （/?», <Pl')におい 

て非空，コンパクト値でかっ優半連続となる。

i p ,  の凸性については， 次のとおりである。 た*e z y *  ( / > , み0, ( i f ) ,
みt),"ん*マ ト （1 一び）"&*’, 0 < « < 1 どすれぱ, Z；& * Gがた（/> ,み0 , びた*/Gi?'ん' (/>, 

M およびパ'ん（力，^ k ) の凸性から明らかにた*"S ぶ'* ( ん み 0 。また^/ん 4>k) のなか 

での/ が+A (が）の最大値を/ が+** ( / > ,か_.)とすれぱ，/ れを（が:*)ニyiv+ft (y；*/)ニ/が+&* (ん  

如 ' ) であるから, 仮定13によって/ が+た（"ft*")ミ/ が+ん* ( / > ,かj p と こ ろ が リ ん (ん <l)k) 
であるから / が+んO* *び）さ/ が•■'け （ク，ル）o ゆえに f N ★紀0**'/) ニパ +A：* (ん み ^)となり，yけ'/

( / > , め0 となる。 （誕明終了）

, 4 . 市 場 均 衡

( i ) 市場均衡条件

主体的均衡条件によって，各私的財に対する需要関数，供給関数および0 の決定関数が導かれた。 

それらの開数は，私的財の制格 />および他の消費者の表明する^^>の値をバラメターとして解かれた 

ものであった。したがって市場においては，各主体の行動を整合的ならしめるような， わおI び<p 

の値が決定されなければならない。

ここで, « ) ョ 1 > / ,ク ヨ  XJ ダ" , v ^ h v ^  D F « ,  F  ぉ  JX
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r三田学会雑誌j 73卷4 号 （igsO年8 月） .
F が+たとまわし，私的財の超過需要を<2ョ :V + —（fir+  0 > ) と定義すると， 私的財の市場均衡条 

件は次のようになる。

(23) ズさ 0 />；? =  0 .
また0 については，各消費者の決定開数には/?だけではなく，他の消費者の表明する値がパラメ 

ターとして入っているので，すべての消費者について盤合的な組合せが決定されなけれぱならない< 
その条件は次のように表わされる。

(24) (ん  1 ] ダ）_ /̂ 1̂ニ 0 、

(/>, I V ) — が = 03̂ 1
この状態は，すべての消費者が分の best r e p l a y関数によって決定された戦略をとつた状態 

であり，ナッシュ型(?：?均衡となっている。

したがって，このモデルにおける均衡解の存在問題は，個別主体の最大化行動に立脚し，そこか 

ら導かれた私的財の社会的な超過需要について市場均衡条件を満足せしめ， 同時に^^こついては 

( 2 4 ) 式にみられるようなナッシュ-型の均南状態を実現.する />および^̂ :̂が存在するか否か，を考察 

する問題となる。

このモデルにおける均衡解は，次の条件をすべて満足する，（(ズ が *), ( " A * ) ,が0
の組である0

( a )  { O V が） パ+ び*が

ぶ力= W + I ] が"が - ！] « K X ： # 0 }
のようなすべての（ズS が）に対して

"{(ズね，が* )さ"乂 ズ が ） / ニ 1 , …， I

g r« eFれのようなすべてのデに対して， /J〜の* ^ / ) *デ W ニ 1 , ，..，N  

(y* eF ^ + * ,  p * v ^ S p i ^  <pi*)となるすべてのリたに対して，’/ が■ひ 0 た* )さ/ び+た0&)
々= 1 , • ，*, K

ズネヨXIズけ+ !>&*一！] デ* - さ0
p*z*~ 0

(e) CP*, = 1 , …，I

( i i) 超過需要関数，価格調整関数および公共財生産のための負担額決定関数

消费者^0私的{1̂ に对する需要関数および^^の決定関数 ‘

が （ん が "/>ク"一 ‘ん S メり 

— 118 (616')一一■

\|
/

 
)
 

)
 

b
e 

d

(

c
 

(



公共財の最適供給について

??*«ひ ，/ ) 6 / + ぶ が 《/>タ"ー£ ^ % ^ が） レ 1 , . . . , I 

は/>と2 ]がの関数である。

を産者の供給関数

5« ( / > )  "ニ  1 , … ， N

は />のみの関数である。

そして政府による要素需要関数

び * ( /> ,  «  k ニ 1 , …，1C

は / >とめt の関数'である。

これらはいずれも/>に関して0 次同次開数なので，/>を基本単体A ミ 0 , ま か = 1 }  

に基準化して考える。またA に対応する0 ぺクトルの集合ををヨミix…X ミJとし，をの凸包をミと 

する6 '

すると私的財に対する社会的超過需要関数

(25) E  ( / ) ,  .
ヨ の H ん s )̂ + I j の'た（ん 0 ) - を S « ( / 0 -か 

が A X ぞからZ ヨX + F ' — F —かへの関数とレて定義される。

F", F が+ *はいずれもコンバクトではない力％ ff化 F れ , が が+ *のうち,経済

全体についての宾現可能性2 三 1 ；6̂ "— *>さ 0 を満たすようなもののみを考え，を 

の よ う な ズ ヴれ，"た の 合 を そ れ ぞ れ F™, # が+んと記すとする。このときぶS  

の性質として次の定理が導かれる。

定理6 I s  P \  F が+*は有界集合となる。

( 6 ) .
証 明 含 ま れ る が に つ い て は 定 義 に よ り

( 2 6 ) が さ 一 S ズシ一 1 > た+ E5^"+W ( ズひe X シ, " たe F が+た, ダ"g F " )
であり，再び定義により0 れ̂ たれ, かつ仮定1 よりあるがに対してA：<さそ$ であるから，

( 2 7 ) まズ{さー 2] ズ一  Z ； 2  ポ +  の 

となる。ま た が+*に含まれる2̂ *については
/ N(28) —  2  x^—  XI S  (ぶセ X S  "ねG F N + k’，gr«e/^'«)

であり, 定義によりデ g / H 力、つ仮ニ定 1 2 よりある に 対 し て "た̂ がであるから，

(29) ^ ^ S V k ^ ~  E  ( ダ" e /^ " )
となる。ゆえにト が有界でありさえすれぱ，文t およびF 'v+*の有界性は明らかである。

そこで7^"の有界性の証明を行なう。いま結論を否定して, , ある n 'についてク"/が有界でなか 

注（6 ) この証明は福陶〔4〕と同様なカ汰でなされる。ただし〔4〕では，p N * k は入っていない。〔り pp. 148-150
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r三旧学会雜誌j 73巻 4 亭 （1980年
，ナことしでみよう。すると'で, FN+k, F » の点列 {a：か} , レ&リ}, {ダ"リ}で 

(30) ' t o g a ' s  リんリが+た, g"リe F ，‘
かつ

( 3 1 ) l i m 11̂7"/り I
となるものが存在する。：1パリ，"け については前記のように，.てfリ̂ が，t；*リ̂ となるようなが，が̂ 

が逃べるから，（30 )式はさらに，

(32) !] # - « >

と書きなおすことができる。

ここで /̂ *"ニ m a x  I デ n i と定義すれば， Hデ ’' ! - >00から十分大きなレ に つ い て は 当然パ さ 1 ,  
すなわち+ さ 1 となり，ゆえに仮定8 からマ^ デレ+ ( 1  —~ ^ ) O g F « , すなわち^ - e F « と 

なる。他方 /パの定義から，す べ て の に つ い て さ 1 であるから，{ - ^ } は 集積点をもち， 

ゆえにそのひとつをP"。とすれば， の適当な部分列を選んで

(33) ニ 广
V  -* 0 0 ^

とすることがきる。 は閉であるから5 > " 0 gF «であり，また（32) 式から

(34) —
パリニ {̂リ

が得られるから，U m  /ゾニ00を考慮して

.(35) S  パ。さ 0

となる。ところが仮定9 および10から1]Pの。e  F なら

(36) X ]デ。= 0

となるのでなくてはならない。そこで任意のについて

(37) S  ず 。ニーデ'0 .

のように分けて記せぱ，すべての《について0 g F

(38) S  
したがって

(39) g^^^G-F 
となると同時に

( 4 0 ) デ '。e F  
となって

(41) ダ I' o e F n  ( - F )

となる0.ところが仮定9 から，

, . gれ 0

であるところから,

これは

1 2 0i6l8)



公共財の最適供給につV、て
の場合にのみ許されるから，結 筒 ど の に つ い て も H m タ ニ デ ，。== 0が成り立って，

( 4 2 ) l i m ニ!)广ニ 0

ということになる。

他方 ; ヴの定義から，それぞれのg について

(43) //け=1!デ 'リ® I .
となるようなW"が必ずなくてはならず, しかも《の個数は有限個であるから, (43) 式を満たす 

ような《びでg ->obの過程をつうじて無限回現われるものがなくてはならない。 そしてそのような 

については! ! ド 1 なのであるから{ダ.…g } のなかからそのようなヴのみを選んで部分列 

をつくれは，そ れ も ま た に 収 束 し て ニ 1 となる。これは（4 2 ) 式に相反するから，ト ' 

が非有界という当初の仮定は不合理である。.
同 様 に 以 外 の ど の " につ '̂ 、ても p A は有界となるのでなくてはならな、、o ' C証明終了）

X \  ルが+たの有界性が知られたとすれば，実 数 >  0 を適当な大きさに選んで, すべてのぶS
H  F が+んを内部に含むような超立方体/ ( ニU IIも for a l l / } をつくることができる。 そこ 

で ジ が +んとそのような/Tとの共通部分をそれぞれ

(44) ニ；̂ホ / ( ,  ；̂れニ/^« n / ( ,  が+たがトんn / r  •
で記し，X S  を文も，Jpn^ p u + k で置き換えた体系について均衡点の存在をIH明する。

そしてその均愈点が，XS ；̂« ,  F ルトん• をもとの； 〜 れ +*に復元した場合もなお均衡点たり 

つづけることを示す。

ホ , pn^  F が+ *はそのつくり方からコンパクト，凸である。また仮定7 から；5：{は ，rか< 6/ とな 

るような を 必 ず も ち ，力、つ仮定8 からがれは0 を含むから， [ はズ{0を含む。同様にして;^" 
は。を含む。

X S  F V F が+ん を F \  F が+んで置き換え, 後者への需耍関数，供給開数および政府の要素 

需要関数をそれぞれ

D *  CP, p^co+ O^^Pg^— a^pi XJ i = 1> *•*» I 

(p') w = 1 , N

ち'k ( / , , か ） ☆ニ 1 , …, K  

で記すと, A X ミカ、ら么ョh 叉*+  t l F が+*— ！] F しかへの，私的財に対する社会的な超過需要 

関数

(45) E  (P, <p：> ^ H D K P ,  ^A)+ E  Cp-)-oj

が定義される。定理 3 によっで，任意の価格に対して§ ，》( / 0 が非空であり， O e F ルなので非ia
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r三旧学会雑誌J 73卷 4 号 （1980年8 月）

の利潤が定まり，消費者の所得が決まる。 ま た タ ‘および（2 ) 式からガ《 ( ん <!>')が定義 

され，同時にがも決定されるので◎'た（/), 0 ) が定義される。

したがって定理2, 3 および5 より，を （/>, ( p )は非空，コンパクトかつ凸値であり，また優 

.半連統である。

次に価格調整関数G ( ん 2 ) として

(46) Gi C P ,么） ■ネスれ__0)一 
2] tpj-\-maxikzjf 0 ) ]
.  々 >  0 I. ニ 1 , L

という形態のものを考える0 このような形態であれぱ，ルの値が調整過程において0 となる心配 

はない。

最後に社会全休でのの決定関数を？T SCOP'S .. . ,  と定義し，その経済的意味を考える。 

第 !'消費者は， / »とを1^^^をバラメターとしてがを決定する。 同時に他の消費者も同じような 

行動をするのであるから，はじめの決定においてエ1̂ ^プは第 / 消費者の予想値である。そのように 

して決:定されたがを政府に報告する。政まは各消費者が他人の行動を予想して決定した値の総額 

がを現実に表明され,た値として知ることができる。そしてこの :2 がの値を各消費者に知らせる《 

すると各消費者は分が第 1 回目に表明したがの値と課税規則から，第 1 回目における I ]がの  

値を知ることができる。その値は自分が最初に予想していたものと一致する保証はなく，各消費者 

は政府が表明した第1 回目における実際の値をパラメターとして再び決定を行なう。このようにし 

て決定された値を再び政府に報告する。政府は，この第2 回目における総額をまた各消費者に知ら 

せる。このような過程をくり返し，消費者の表明した値が，前の期のものと完全に一致したところ 

が均衡点't?ある。

X 、 P N キk な文i, ]?n, F がで置き換えた体系での 0 の決定関数は

(47) ?/ ( /> ,  の ， . . .，ザ ( /> ,  (py)

と表わされる。定理 2 お よ び (  />, 0 ) を定義した儒所での考察から，f  ( /> ,  0 ) は非空，コ 

ンバクトかつll!j値であり，また優半連続である。

したがってこれまでの議論から，私的財に対する超過需要関数，価格調整関数および9&の決定関 

数を組合せすこ関数

(48) G i p y  z~)xECpf  0 ) x # (ん  0 )
は， コンパクトなiHi集合 A X ズX るから，同じA x 么X ミへの， 非空， コンパクトかつ凸値の傻半 

迪繞写像となる。ゆえに，次 の r角谷の不励点定理J がこの写像に適用されるA

角谷の不動点定理

~ —- 122 ( 6 2 0 、
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S を n 次元ュ一クリッド空間股" の非空，コンバクト，凸の巢合とし， をS の点に同じく*S の非 

空，閉, 凸の部分集合を対応させる優半遮続なザ像とするとき，不動点 - " ' : が存在する。

よって写像Gひ ， z ^ x E i p ,  <p}xf(p,  には必ず不動点0 * , パ，が0 が存在し，し

たがって <2*), 2 * e 互（/ > * ,が0 , が S^*)が成立する。

次に，この不動点が均衡条件を満たすことを示す0

(iii) 均衡解の存在

f i p ,  ^^)は 1 価 関 数 な の で が 0 から 

(49)  f I (がS S  ダ* ) 一 01* =  0

?斤/(》*， y]が*')一が:

が成立する。

次に，不動点における消費者の予算制約式

(50)  />* ズ* { + /> す. 2^ ぴレがニ/>* が"/>* />* ZJ«]K ど . t'ニ 1 , I

を考えると，右辺のがは，調盤過程で左辺のがを決めるときに所与としたもので， 1 期前の値 

である。しかし不動点であれば（4 9 ) 式が成立するので，（5 0 ) 式の / 本の制約式全体をみた場合, 
左辺のタと右辺の^̂»は同じ値である。したがってすべての消費者について合計すると，

(51) p*yZ xt-\-p* I] I ； が ニ />* X ；i ftiン />* 2  

が得られる。これr 政府の収支制約

(5ね ま = が ！] E が -

を代入すると，

(53)  /)* S  +  /)* S  v^*-p*  S  q^*-p^(o
；= め*(A；* + が"ー众 * 一 <y)
=-.p*z*

口 0

が得られる。

ま た ズ * )か ら ’

(54)  P* —  /> H m a x ( /びt ,  0 )
1 +  S m a x ( /びす, 0)

が成立するので，U m a x  (ル;?す，0)~y3* とおけぱ

~ ~ - 123 (ざぶプ）
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および（24) 式を満
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(55) /3* す々ニm a x ( /びf ,  0 )

ゆえにス*を両辺にかけて足しあわせれぱ

(56)  pf. zf maxCkzf,  0 )
となり，(53) 式から

(57) ぐ  ニ,！]1 スf  m a x ( 々ベ， 0 )  =  XI zf maxCzf,  0 )
となり，

( 5 8 ) さ [m ax O f ,  0 ) ]2 =  0 
が得られる。したがって

( 5 9 ) どさ 0 
となるのでなくてはならない。

よって（49), (53), ( 5 9 ) 式から，（/>*, Z * , が0 は市場均衡条件（23)
たす。 . '

最後にこの（/»*,ズ*, 0 * ) 力*、，Z S  F», F V + たをもとのX S  F«, F だ+ *に復元した場合でも 

均衡点たりつづけることを示す。そのためには， ズ**, g " * ,が**およびが* が，本来の び （/)*, 

れ S れ、 ゎ ネ ) , が=)および?グ 乂 が 0 に含まれることをいえばよい。

いまデ * がタ《( / > * )には含まれなかったとしよう。するとダ*'G/?'"のようなあるダ"'に対して 

ク〜"’ 〉 *々デ * となるから，デ（t t ) ョびデ/ + ( 1  一 《) マ"*, 0 < « < 1 と定義すれば， そのような 

すべての《について， 仮定 S か ら デ で ，また /? V * 0 ) > / ? V » * o ところが《の値を限 

りなく 0 に近づけれぱ，デ（《) は限りなくデ* に近づき，しかもデ* は #  " に属するところから， 

" の め ( となっているから，結局 5T"(t?)を /? '"に含ましめることができる。しかしとれはffれ 

§ " ( / > * )に反するから不合理である。

同様にして，"紀ネが D'k ( /> * ,が0 に含まれなかったとするならば， が+〜 j)ザ • クcp% の 

ようなあるが/ に対して , が (のん'）< / •が+ゐ(リた* )が成立するから， 0 く 
« < 1 と定義することによって， « ) e  び+た，P H ^  (  « ) さ と な り ，また仮定1 3 より / が+ん 

(v\ a ところが前と同様の議論によって"た0 ) を に 含 ま し め る こ と が で

きるので不合理である。

同様にして, けけ，が* ) が が ( デ ，<p*')=iDKp^,が0 ,  が0 )に含まれていなかり

たとするならぱ，がズレ‘トび*/>fダ さ /?= W + S が" /^ V * * -びヤf E が* めよ う な （ズシ，が0 に対 

してが <(ズレ，が/ ) 〉が が * ) が成立するから, ズ{( レ+  ( 1 — )A；" , が（a )H s aが ' +
( 1 - « )^<*, 0 < «  <  1 と定義することによゥズ，xKcOi^Xi, p * x K  «  ) + pf(p^ ia')^p^(i)^ 

+  ,i?,が"☆ザ *一びンf S , が* となり，また仮定6 よりu K x K a \  (l}i(：a y y > u K x ね， ところ 

が前と同様の議論によってズK (I) をに含ましめることができるので不合理である。
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したがって（/>*, 0 * 5 が0 は，本来のこの体系の均衡点であり，その存在が誰明された。

5 . パレート最適性

とれまでの譲論から，このモデルにおける市場均衡の存在が明らかになつたが，さらにそめバレ 

一ト最適性を示す。ことで各生産者の生産関数を

(60 )  / « ( ^ ? ,  "ニ  1 , …，N

とし，迪加的な仮定として次のものをおく。

仮定14 u K x \ ツ），/ " 〔デ ) ，/^+& (が0 は微分可能であ？

このもとで次の定理が導かれる。

定理 *7 このモデルにお、、て, 市場均衡点における資源配分はパレート最適である。

証明均衡点であるので，資源配分力';達成可能であることは明らかである。したがって，パレー 

ト最適の条件を求めるためには， / 一 1 人の消費者の効用水準をある一定の値におき，各私的財の 

需給均衡条件と，各私的財および各公共財の生産における技術的な制約のもとで，残りの1 人の消 

费者の効用を最ネ化するための条件を求めれぱよい。

第 i 消費者以外の消費者の効用水準を《パニが, ド i とおき，次のようなラグランジュ関数ん

をつくる,
(61)

yu yK^]- { u ^ - u ^ x l  .，，，
ド i

~ p d ^ { 0 - f % g h  g l ) 、

一 f l パた{ダ*一 / 'が+*("?， ，'，，

一 s び! { も （のf 一 パ) + S f i f -
こ C*で /!んパ*, <5^,び（は ラグランジュ乗数である。（61) 式をズを， 9if ^̂い.タたで偏贼分し

け）

ャゼロとおき，ラグランジュ乗数を消去すると次の条件が得られる。

(62)
dn}/dx\

dlĉ /dXm
dpldgl
dP!dg\n

du /̂dXi
du /̂dXm
df^ldg^
d f^ ld g i

注 （7 ) こ れ ら は ， S a m u e l s o n 〔18〕 p. 3 8 7の 条 仲 .と 同 じ も の で あ る 。
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df^^^ldv^ 

df^^^ldvl 

, m  ニ 1 , ♦.', L I キ tn
(63) S du^jdyic 1

dti^ldx I df^~^^Idv^

1 , . L  ゐニ 1 .,…, K

これらの条件を, 各主体の主体的均愈条件が満たすことを示せぱよい。

消費者については，公共財の生産規則と他人のの総額に関する情報は既知なので，次のような 

ラグランジュ関数んf の最大化のナこめの条件を求める。

( 6 4 ) ム*ニ" ズi , ツり‘‘‘，ツ̂：)

—  ̂ S  Pi(ol-\- Y^OゅTtれー X] p i x \ —p \ ^ 〔び ^ft)}

— Yl^kiyk— . ‘.，^Il )}

ニ mK  E  P i v h - p i  H  (pi')
ここで ?̂をろは，第 i’ 消費者が最適と考える" の量であり，4 i およびツはがを通じて間接的に 

動かされる。（59)式をA；|, "li,タA, (piで偏微分してゼロとおき，ラグラ；/ジュ乗数を消去すると 

次の条件が得られる。

dtc^fdxj
(65) Pi

dtC^jdXm ん

(66) dn^jdyi

du^jdxl

/ ニ 1 , …， L k ニ 1 , *•*,  K

生産者については，次のラグランジュはj数ん" の最大化のための条件を求める。

(67) ひ ニ  D  / > ' ヴ？一 バ  0 —/ X ポ ， gl')}
これをポで偏微分してゼロとおき，ラグランジュ乗数を消去すると次の条件が得られる, 

5 / れ/か？(68) _Pi_
p md P i d g l

t , fit ニ 1 , •  ‘ ’，し /  ホ tyt
政府については，次のラグランジュ関数ひ の最大化のための条沖を求める。

—— 1 2 6 (び2り - ―
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( 6 9 ) ムニ / が+*0も ..，，"1)一  ̂i p i h j i - 11 P i v b

これを. ゾで偏微分してゼロとおき，ラグランジュ乘数を消去すると次の条件が得られる。，

a / が+ん ' 时 L(70  )  ------ -----------= 上し

がが+*/か1 ゎ仇
• .，

ir, 淋ニ 1, L  Iキm：

ところが各主体にとって私的財の価格は共通なので，.(65 ) , (68),  ( 7 0 ) 式から， パレート最適 

の条件（6 2 ) 式が満たされる。また均衡においてはdU の値はすべての消費者について一致し，I ]
<4ニ 1 なので，( 6 6 ) 式をすべての消費者について合計すると，パレート最適の条件（63) まが得 

られる。 （証明終了）

6 . 結 び

これまでの分析から，いくつかの服定された仮定のもとでは，公典財を含む経済であっても，政 

府の適当な課税政策により，主体的なインセンティプに基づく，パレート最適な資源配分が達成可 

能であることが示された。但し，び* が画定されているので, 分配問題は解決されて.いない。

またここでの議論は，各消費者が受動的に行動すること，そして公共財の生産関数についての情 

報をもっていることが本質的に重要な点である。そして消費者は自分の行動が公共財の生産水準に 

対し影響をもつことを認識しているものとされている。

これらの行勘仮説については，大いに議論の余地が残されているであろう。それについては今後 

の題としたい。 I
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